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１ 組 織

（１）人事委員会の設置

地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）の規定により本県においては、

昭和26年６月８日新潟県人事委員会設置条例（県条例第18号）により、当委員会が設置された。

（２）人事委員会の構成及び運営

人事委員会は３人の委員をもって構成された合議制の機関であって、委員は県議会の同意を

得て地方公共団体の長が選任することになっており、任期は４年である。

委員長は委員のうちから選挙され、委員長に事故あるときは委員長の指名する委員が、その

職務を代理する。

新潟県人事委員会会議規則（昭和26年７月１日人事委員会規則第２－２号）により定例会は

毎月第２木曜日及び第４木曜日に開催され、臨時会は委員長が必要と認めたとき、又は委員か

ら会議に付議すべき事項を示して請求があったとき、委員長が招集することになっている。

なお、現在の委員は次のとおりである。

（29.4.1現在）

職 氏 名 任 期 備 考

委員長 鶴 巻 克 恕 １期 15.10.16～ 19.10.15 弁 護 士

２期 19.10.16～ 23.10.15

３期 23.10.16～ 27.10.15

４期 27.10.16～ 31.10.15

（委員長就任 15.10.23）

委 員 斎 田 英 司 １期 25. 8.11～ 29. 8.10 元県危機管理監

委 員 菊 野 麻 子 １期 26. 7.27～ 30. 7.26 フリーアナウン

サー
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（３）事務局の職員及び組織（29.4.1現在）

定 数 現 員 併任職員

事
24人 16人 １人 長務

谷局
川長

誠

総
高務
課

橋長

裕

之

総
山務
課

田長
補

奈佐
麻
美

審 給 任 総課
佐 査 小与 八 用 山 務長
係 係 係 係補

藤 長 菅長 幡 長 田 長佐
事

光 敏 祐 奈 務
麻 取

明 彦 介 美 扱

審 給 給 任 任 総
澤 査 富 与 深 与 仲 用 富 用 大 務
係 係 係 係 係 係

田 主 樫 主 川 主 嶋 主 永 主 石 主
査 任 任 任 任 任

将 麻 修 洋 裕
紀 希

幸 子 司 圭 平 子

（併） 主 主 主 主
加 小 杉 江 深
消 事 事 事 事

藤 林 本 部 澤
防

千 正 健 奈
課 都

尋 知 諒 人 子
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（４）事 務 分 掌

総 務 課

総 務 係

・人事委員会の会議に関すること。

・事務局職員の人事、給与、服務等に関すること。

・予算、決算、及び物品の管理に関すること。

・文書の収受、発送、保存に関すること。

・他係の分掌に属しない事務に関すること。

任 用 係

・職員の競争試験、選考その他任用に関すること。

・人事行政の運営に関すること。

・職員の分限、懲戒及び服務に関すること。

給 与 係

・職員の給与に関すること。

・職員に対する給与の支払の監理に関すること。

審 査 係

・職員の勤務時間、休暇制度に関すること。

・職員の勤務条件に関する措置要求の審査に関すること。

・職員に対する不利益処分の審査請求の審査に関すること。

・職員の苦情に関すること。

・職員団体等に関すること。

・労働基準監督機関の職権行使に関すること。
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２ 委 員 会 開 催 記 録

人事委員会の会議の開催回数は27回（定例会23回、臨時会４回）で、その審議事項は次のとおりである。

回 議 案
開催年月日 議 案 名

数 番 号 等

１ 28.４.20（水） 議 案 １ 新潟県職員採用試験（大学卒業程度）の実施について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 選考により採用することができる職の承認について

議 案 ３ 任用候補者名簿の訂正について

議 案 ４ 平成28年職種別民間給与実態調査の実施について

議 案 ５ 平成28年職員給与実態調査の実施について

議 案 ６ 昇給及び勤勉手当の取扱いに係る承認について

議 案 ７ 退職手当返納命令処分に係る諮問への答申について

議 案 ８ 審査請求書の補正について

議 案 ９ 審査請求書の補正について

報 告 １ 平成27年度職員採用選考考査実施状況について

報 告 ２ （審議を次回委員会に変更）

報 告 ３ （審議を次回委員会に変更）

報 告 ４ 平成27年新人委（不）第１号事件における審査請求人準備書面等

について

報 告 ５ （審議を次回委員会に変更）

協 議 １ ５月、６月の業務予定について

その他１ 職員採用試験の公正な実施について

その他２ 新潟県地方公務員労働組合共闘会議の要請について

その他３ （審議を次回委員会に変更）

２ 28.５.12（木） 議 案 １ 特定任期付職員の採用に係る承認について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 審査請求の受理について

報 告 １ 平成28年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度）における採用予

定人員について

報 告 ２ 苦情相談の処理状況について

報 告 ３ 労働安全衛生法に係る現地調査の実施及び調査結果を踏まえた対

応について

報 告 ４ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る処分者代理人の選任につ

いて

報 告 ５ 十六都道府県人事委員会協議会委員長・事務局長会議について

その他１ 新潟県地方公務員労働組合共闘会議の要請について

その他２ 保有個人情報部分開示決定に対する異議申立てに係る不服申立人

の意見書について

その他３ 平成27年新人委（不）第２号事件に係る答弁書等の督促について
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回 議 案
開催年月日 議 案 名

数 番 号 等

３ 28.５.30（月） 議 案 １ 平成27年新人委（不）第２号事件に係る答弁書等の督促について

（ 定 例 会 ） 報 告 １ 勤務延長の状況報告について

報 告 ２ 平成28年度関東甲信越静人事委員会協議会委員長・事務局長会議

について

協 議 １ ６月、７月の業務予定について

その他１ 平成28年度警察官採用試験（５月）第１次試験合格までの実施状

況について

その他２ 面接試験の評定項目の見直しについて

その他３ 期末・勤勉手当に係る育休期間の除算の取扱いについて

その他４ 審査請求書の補正について

４ 28.６.６（月） 議 案 １ 新潟県職員採用試験（短大卒業程度・高校卒業程度）及び新潟県

（ 定 例 会 ） 市町村立小中特別支援学校事務職員採用試験の実施について

議 案 ２ 新潟県警察官Ａ（大学卒業者）・Ｂ（大学卒業者以外）採用試験

の実施について

議 案 ３ 管理職手当５種を支給する校長の指定の承認について

議 案 ４ 期末・勤勉手当に係る職務段階別加算（校長の20％加算）対象者

の承認について

議 案 ５ 審査請求書の却下について

５ 28.６.23（木） 報 告 １ 職員を採用するための選考について

（ 定 例 会 ） 報 告 ２ 平成28年度職員採用選考考査実施状況

報 告 ３ 平成28年度職員採用選考考査実施状況

報 告 ４ 平成27年新人委（不）第１号事件における処分者準備書面等につ

いて

報 告 ５ 平成27年新人委（不）第２号事件における処分者答弁書について

報 告 ６ 平成28年新人委（不）第１号事件における審査請求人証拠申出書

について

報 告 ７ 平成28年新人委（不）第１号事件における処分者答弁書について

協 議 １ ７月、８月の業務予定について

その他１ 平成28年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度）申込状況

その他２ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る準備手続の実施について

６ 28.７.11（月） 議 案 １ 職員採用選考考査（航空整備士）の受験資格について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る準備手続の実施について

報 告 １ 平成27年新人委（不）第２号事件における審査請求人準備書面に

ついて

協 議 １ ８月、９月の業務予定について
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回 議 案
開催年月日 議 案 名

数 番 号 等

その他１ 平成28年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度）第１次試験合格

までの実施状況について

その他２ 県議会６月定例会の質問・答弁について

７ 28.８.４（木） 議 案 １ 平成28年度警察官Ａ採用試験（第１回）・警察官Ｂ特別採用試験

（ 定 例 会 ） の合格者の決定及び採用候補者名簿の確定について

報 告 １ 平成28年新人委（不）第１号事件における審査請求人準備書面等

について

報 告 ２ 平成28年度十六都道府県人事委員会協議会事務局長会議について

その他１ 平成28年人事委員会勧告検討日程等

その他２ 新潟県地方公務員労働組合共闘会議との会見について

その他３ 平成28年新人委（不）第１号事件に係る答弁書等の督促について

８ 28.８.12（金） 議 案 １ 平成28年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度）の合格者の決定

（ 定 例 会 ） 及び採用候補者名簿の確定について

報 告 １ 平成28年新人委（不）第１号事件に係る答弁書等の督促について

その他１ 平成28年人事院勧告の概要等について

その他２ 給与勧告等に関する要請書について

９ 28.８.22（月） 報 告 １ 平成27年新人委（不）第２号事件における処分者証拠申出書につ

（ 定 例 会 ） いて

協 議 １ ９月、10月の業務予定について

その他１ 給与実態調査の結果概要について

その他２ 平成28年職員の給与等の勧告について

10 28.９.１（木） 議 案 １ 新潟県職員採用試験（大学卒業程度：Ｕ・Ｉターン型民間企業等

（ 臨 時 会 ） 職務経験者）の実施について

報 告 １ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る処分者代理人の選任につ

いて

その他１ 平成28年職員の給与等の勧告について

11 28.９.６（火） その他１ 平成28年職員の給与等の勧告について

（ 定 例 会 ） その他２ 人事委員会勧告に係る要求書・要請書

12 28.９.15（木） 報 告 １ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る準備手続の結果について

（ 臨 時 会 ） 報 告 ２ 平成28年新人委（不）第１号事件に係る答弁書等の督促について

その他１ 平成28年職員の給与等に関する報告について（任用係分）

その他２ 平成28年職員の給与等の勧告について

その他３ 平成28年職員の給与等に関する報告について（審査係分）
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回 議 案
開催年月日 議 案 名

数 番 号 等

13 28.９.23（金） その他１ 平成28年職員の給与等の勧告について

（ 定 例 会 ）

14 28.９.30（金） 協 議 １ 10月、11月の業務予定について

（ 臨 時 会 ） その他１ 平成28年職員の給与等に関する報告について（任用係分）

その他２ 平成28年職員の給与等の勧告について

その他３ 平成28年職員の給与等に関する報告について（審査係分）

その他４ 県議会９月定例会の質問・答弁について

15 28.10.６（木） 報 告 １ 平成27年新人委（不）第１号事件における審査請求人側証人尋問

（ 臨 時 会 ） 申出書等について

その他１ 平成28年職員の給与等の勧告について

その他２ 労働基準監督調査の実施について

16 28.10.13（木） 議 案 １ 平成28年職員の給与等に関する報告及び勧告について

（ 定 例 会 ） その他１ 平成28年職員の給与等の勧告について

17 28.10.27（木） 議 案 １ 選考により採用することができる職の承認について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 選考により採用することができる職の承認について

議 案 ３ 特地勤務手当等に関する規則の一部改正について

議 案 ４ 寒冷地手当の経過措置対象者の承認について

議 案 ５ 職員の職務の級の決定について

報 告 １ 平成27年新人委（不）第１号事件における処分者側準備書面等に

ついて

報 告 ２ 平成28年新人委（不）第１号事件における処分者準備書面につい

て

協 議 １ 11月、12月の業務予定について

その他１ 新潟県職員採用試験（短大・高校卒業程度）等の第１次試験合格

までの実施状況について

その他２ 警察官Ａ（第２回）及び警察官Ｂ採用試験第１次試験合格までの

実施状況について

その他３ 新潟県職員（病院事務（任期付き職員））採用選考考査の実施に

ついて

その他４ 平成28年職員の給与等の勧告について

18 28.11.10（木） 議 案 １ 平成28年度新潟県職員採用試験（短大・高校卒業程度）及び新潟

（ 定 例 会 ） 県市町村立小中特別支援学校事務職員採用試験の合格者の決定並

びに採用候補者名簿の確定について

議 案 ２ 選考により採用することができる職の承認について
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回 議 案
開催年月日 議 案 名

数 番 号 等

議 案 ３ 特地勤務手当等に関する規則の一部改正について

報 告 １ 苦情相談の処理状況について

その他１ 平成28年度職員採用試験（大学卒業程度：Ｕ・Ｉターン型民間企

業等職務経験者）第１次試験合格までの実施状況

その他２ 平成28年各都道府県人事委員会勧告の状況について

その他３ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る口頭審理の開始について

その他４ 平成27年新人委（不）第２号事件における審査請求人提出書面に

ついて

19 28.11.24（木） 議 案 １ 平成28年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度：Ｕ・Ｉターン型

（ 定 例 会 ） 民間企業等職務経験者）の第２次試験（一般行政）合格者の決定

について

議 案 ２ 期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正について

議 案 ３ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る口頭審理の開始について

報 告 １ 平成27年新人委（不）第１号事件における処分者側準備書面につ

いて

報 告 ２ 平成27年新人委（不）第１号事件における審査請求人側準備書面

について

協 議 １ 12月、１月の業務予定について

その他１ 条例案の概要について

その他２ 平成27年新人委（不）第２号事件における審査請求人提出書面に

ついて

その他３ 県議会11月臨時会の質問・答弁について

20 28.12.15（木） 議 案 １ 平成28年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度：Ｕ・Ｉターン型

（ 定 例 会 ） 民間企業等職務経験者）の合格者の決定及び採用候補者名簿の確

定について

議 案 ２ 平成28年度警察官Ａ採用試験（第２回）及び警察官Ｂ採用試験の

合格者の決定及び採用候補者名簿の確定について

議 案 ３ 人事委員会規則の制定等について

報 告 １ 平成28年度職員採用選考考査実施状況

報 告 ２ 条例案に対する意見の提出について

報 告 ３ 平成28年新人委（不）第１号事件における審査請求人準備書面等

について

その他１ 職員採用試験（総合土木）の追加実施について

その他２ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る第１回口頭審理の進行に

ついて

その他３ 平成27年度決算審査特別委員会質疑概要について
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回 議 案
開催年月日 議 案 名

数 番 号 等

21 28.12.22（木） 議 案 １ 新潟県職員採用試験（大学卒業程度：総合土木（追加募集））の

（ 定 例 会 ） 実施について

協 議 １ １月、２月の業務予定について

その他１ 東日本大震災及び平成28年熊本地震復旧・復興支援に係る一般任

期付職員の採用について

22 29.1.12（木） 議 案 １ 選考により採用することができる職の承認について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る第１回口頭審理記録書の

作成について

報 告 １ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る処分者代理人の選任につ

いて

その他１ 平成27年新人委（不）第２号事件に係る求釈明について

その他２ 県議会12月定例会の質問・答弁について

23 29.１.26（木） 議 案 １ 職員の任用に関する規則等の一部改正について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 選考により採用することができる職の承認について

議 案 ３ 平成27年新人委（不）第２号事件に係る求釈明について

報 告 １ 平成28年新人委（不）第１号事件における処分者準備書面等につ

いて

協 議 １ ２月、３月の業務予定について

その他１ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る第２回口頭審理について

24 28.２.９（木） 議 案 １ 新潟県警察官Ａ（大学卒業者）採用試験の実施について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 一般任期付職員の採用に係る承認について

報 告 １ 平成27年新人委（不）第１号事件における陳述書について

その他１ 平成29年度新潟県職員等採用試験計画について

その他２ 条例案の概要について

25 29.２.23（木） 議 案 １ 平成28年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度：総合土木（追加

（ 定 例 会 ） 募集））の合格者の決定及び採用候補者名簿の確定について

議 案 ２ 職員を採用するための選考について

報 告 １ 平成28年度職員採用選考考査実施状況

報 告 ２ 平成27年新人委（不）第１号事件における陳述書について

その他１ 部長級警視職ポストの新設・廃止について

その他２ 人事委員会規則等の制定等について

その他３ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る第２回口頭審理について

その他４ 保有個人情報部分開示決定に対する異議申立てに係る資料の提出

依頼について
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回 議 案
開催年月日 議 案 名

数 番 号 等

26 29.３.13（月） 議 案 １ 事務局職員の異動について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 職員を採用するための選考について

議 案 ３ 職員を採用するための選考について

議 案 ４ 職員を採用するための選考について

議 案 ５ 特定任期付職員の採用に係る承認について

議 案 ６ 特定任期付職員の現給保障について

議 案 ７ 一般任期付職員の採用に係る承認について

議 案 ８ 一般任期付職員の採用に係る承認について

議 案 ９ 人事委員会規則等の制定等について

議 案 1 0 給料表の適用の特例承認について

議 案 1 1 寒冷地手当の支給の承認について

議 案 1 2 保有個人情報部分開示決定に対する異議申立てに係る資料の提出

について

報 告 １ 職員を採用するための選考について

報 告 ２ 条例案に対する意見の提出について

報 告 ３ 平成28年新人委（不）第１号事件における審査請求人準備書面等

について

協 議 １ ３月、４月の業務予定について

その他１ 昇給区分判定期間の変更に伴う昇給の取扱いについて

その他２ 職員団体の登録について

27 29.３.23（木） 議 案 １ 人事委員会規則等の改正について

（ 定 例 会 ） 議 案 ２ 管理職手当の区分の特例等の承認について

議 案 ３ 職員の職務の級の決定について

議 案 ４ 昇給区分判定期間の変更に伴う昇給の取扱いについて

議 案 ５ 平成27年新人委（不）第１号事件に係る第２回口頭審理記録書の

作成について

議 案 ６ 職員団体の登録について

協 議 １ ４月、５月の業務予定について

その他１ 新潟県地方公務員労働組合共闘会議の要請について

その他２ 平成28年度労働基準監督調査の結果について

その他３ 県議会２月定例会の質問・答弁について
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３ 人事委員会規則告示等の制定改廃状況

（１）規則

公布年月日 件 名 規則番号 概 要

28.11.11 特地勤務手当等に関する規則 6-1786 組織改正に伴う改正

の一部を改正する規則

28.11.29 期末手当及び勤勉手当に関す 6-1787 短期間の育児休業取得の

る規則の一部を改正する規則 促進を図るための改正

28.12.27 平成 28年勧告改正条例の施行 6-1788 人事委員会勧告に伴う制

に伴う平成 26年改正条例附則 定

第８項及び第９項の規定によ

る給料の特例に関する規則

職員の初任給、昇格、昇給等 6-1789 人事委員会勧告に伴う改

に関する規則の一部を改正す 正

る規則

初任給調整手当に関する規則 6-1790 人事委員会勧告に伴う改

の一部を改正する規則 正

期末手当及び勤勉手当に関す 6-1791 人事委員会勧告に伴う改

る規則の一部を改正する規則 正

通勤手当に関する規則の一部 6-1792 人事委員会勧告に伴う改

を改正する規則 正

職員の退職手当に関する条例 6-1793 雇用保険法の改正に伴う

施行規則の一部を改正する規 改正

則

29.2.7 職員の任用に関する規則の一 5-64 学校教育法等の改正に伴

部を改正する規則 う改正

29.3.28 地域手当に関する規則の一部 6-1794 人事委員会勧告に伴う改

を改正する規則 正

農林漁業普及指導手当に関す 6-1795 関係団体の名称変更に伴

る規則の一部を改正する規則 う改正

職員の退職手当に関する条例 6-1796 県費負担教職員の給与負

施行規則の一部を改正する規 担当の新潟市への移譲に

則 伴う改正

職員の初任給、昇格、昇給等 6-1797 人事委員会勧告等に伴う

に関する規則の一部を改正す 改正

る規則

期末手当及び勤勉手当に関す 6-1798 人事委員会勧告等に伴う

る規則の一部を改正する規則 改正
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公布年月日 件 名 規則番号 概 要

29.3.28 給料表の適用範囲に関する規 6-1799 組織改正に伴う改正

則の一部を改正する規則

給料の調整額に関する規則の 6-1800 組織改正等に伴う改正

一部を改正する規則

特殊勤務手当に関する規則の 6-1801 組織改正等に伴う改正

一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則 6-1802 組織改正に伴う改正

の一部を改正する規則

市町村立学校職員のへき地手 6-1803 組織改正に伴う改正

当等に関する規則の一部を改

正する規則

管理職手当に関する規則の一 6-1804 組織改正等に伴う改正

部を改正する規則

寒冷地手当に関する規則の一 6-1805 組織改正に伴う改正

部を改正する規則

職員の勤務時間及び休暇等に 8-92 人事委員会勧告に伴う改

関する規則の一部を改正する 正（育児・介護制度の改

規則 正）

管理職員等の範囲を定める規 12-90 組織改正に伴う改正

則の一部を改正する規則

職員の育児休業等に関する規 14-11 人事委員会勧告に伴う改

則の一部を改正する規則 正（育児・介護制度の改

正）

非常勤職員の育児休業等に関 14-12 人事委員会勧告に伴う改

する規則の一部を改正する規 正（育児・介護制度の改

則 正）

29.3.31 新潟県人事委員会規則の基準 1-14 国規則の改正等に伴う改

に関する規則の一部を改正す 正

る規則

不利益処分についての審査請 11-15 国規則の改正等に伴う改

求に関する規則の一部を改正 正

する規則

勤務条件に関する措置の要求 11-16 審査に必要な手続の追加

に関する規則の一部を改正す 等に係る改正

る規則

職員の配偶者同行休業に関す 21-1 国規則の改正等に伴う制

る規則 定
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（２）告示・訓令

年 月 日 件 名 内 容

28.8.26 県の行う事業又は事業所の労働 組織改正等に伴う告示

新潟県人事委員会 基準法別表第１の号別等

告示第２号

28.11.1 新潟県職員安全衛生管理組織規 労働安全衛生法の一部

新潟県人事委員会 程の一部改正 改正に伴う改正

訓令第４号

29.2.7 口頭により開示請求をすること 学校教育法等の改正に

新潟県人事委員会 ができる個人情報を定める告示 伴う改正

告示第１号 の一部改正

29.3.28 県の行う事業又は事業所の労働 組織改正等に伴う告示

新潟県人事委員会 基準法別表第１の号別等

告示第２号

29.3.31 不利益処分についての審査請求 証拠申出書様式の改正

新潟県人事委員会 の手続に必要な書面の様式を定 等に伴う改正

告示第３号 める告示の一部改正

29.3.31 勤務条件に関する措置の要求の 補正書様式追加等に伴

新潟県人事委員会 手続に必要な書面の様式を定め う改正

告示第４号 る告示の一部改正
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４ 人 事 委 員 会 協 議 会 事 業

（１）全国人事委員会連合会

会 議 名 開 催 期 日 開 催 地 備 考

第 1 2 4 回 総 会 28.６.10 東 京 都

第59回公平審査事務研修会 28.７.21～22 京 都 府

（２）関東甲信越静人事委員会協議会

会 議 名 開 催 期 日 開 催 地 備 考

委 員 長 ・ 事 務 局 長 会 議 28.５.13 山 梨 県

事 務 局 長 会 議 28.９.２ 埼 玉 県

任 用 事 務 研 修 会 29.１.13 東 京 都 （当番県：長野県）

給 与 事 務 研 修 会 29.１.19 東 京 都 （当番県：山梨県）

給 与 勉 強 会 29.２.２ 東 京 都 （当番県：新潟県）

公 平 審 査 事 務 研 修 会 28.６.17 東 京 都 （当番県：茨城県）

労働基準監督業務研修会 29.２.24 東 京 都 （当番県：新潟県）

（３）十六都道府県人事委員会協議会

会 議 名 開 催 期 日 開 催 地 備 考

委 員 長 ・ 事 務 局 長 会 議 28.４.25 宮 城 県

事 務 局 長 会 議 28.７.７～８ 千 葉 県
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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

28.12.6 一 般職の職員の 改正内容 適当なも

給与に関する条 １ 概要 のと考え

例等の一部を改 (1) 平成28年４月の民間給与との比較によ ます。

正する条例 る給与改定等

ア 給料表に係る改正

給料月額について、初任給を含む若

年層に重点を置いた引上げ改定を行

う。

イ 初任給調整手当に係る改正

(ｱ) 医療職給料表（一）の適用を受け

る医師及び歯科医師等に対する支給

月額の限度を413,800円とする。

(ｲ) 医療職給料表（一）以外の給料表

の適用を受ける医師及び歯科医師

で、医学又は歯学に関する専門的知

識を必要とする職にあるものに対す

る支給月額の限度を 50,6 0 0円とす

る。

ウ 期末・勤勉手当に係る改正

平成28年度及び平成29年度以降の支

給割合を当委員会の勧告どおり引き上

げる。

(2) 昇給制度の改正

55歳に達した日以後直近の３月31日を

超えて在職する職員の昇給は勤務成績が

極めて良好又は特に良好であり、かつ、

勤務成績判定終了日から昇給の日までに

懲戒処分等を受けない場合に限り行う旨

に改正

(3) 通勤手当の改正

高速道路・新幹線等の利用に係る通勤

手当を特別料金等相当額（限度額は４万

円）に改正
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

(4) その他

育児休業、自己啓発等休業及び配偶者

同行休業から復職した後の号給の調整を

行うタイミングを国に準じて改正

２ 実施時期

(1) 平成28年４月の民間給与との比較によ

る給与改定等

平成28年４月１日

(2) 昇給制度の改正

平成29年１月１日 ただし、平成30年

３月31日までにおける昇給については、

なお従前の例による。

(3) 通勤手当の改正

平成29年１月１日

(4) その他

公布の日

職員の退職手当 改正内容 適当なも

に関する条例の １ 概要 のと考え

一部を改正する 雇用保険法の改正に伴い、職員の退職手 ます。

条例 当に関する条例の規定について所要の改正

を行うもの。

２ 内容

(1) 雇用保険の適用拡大に伴うもの

ア 従来の「高年齢継続被保険者」につ

いて引用している箇所を、「高年齢被

保険者」に関する表現に改正

イ 就業促進手当等に相当する退職手当

支給対象者の中に、高年齢被保険者に

相当する職員を追加

(2) 就職促進給付の拡充に伴うもの

従来の「広域求職活動費」について引

用している箇所を「求職活動支援費」に

関する表現に改正

３ 実施時期

平成29年１月１日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

公益的法人等へ 改正内容 適当なも

の職員の派遣等 １ 概要 のと考え

に関する条例の 派遣先団体に「社会福祉法人しあわせ福 ます。

一部を改正する 祉会」を加えるもの。

条例 ２ 実施時期

平成29年４月１日

29.3.2 地 方公務員の育 改正内容 適当なも

児休業等に関す １ 概要 のと考え

る法律及び育児 働きながら育児や介護がしやすい勤務条 ます。

休業、介護休業 件の整備をさらに進めるため、関係条例の

等育児又は家族 規定について所要の改正を行うもの。

介護を行う労働 ２ 内容

者の福祉に関す (1) 育児休業等に係る「子」の範囲の拡大

る法律の一部を 養子縁組里親としての職員に委託しよ

改正する法律の うとしたが、実親等の同意が得られなか

施行に伴う関係 ったため、養育里親としての職員に委託

条例の整理に関 された者を規定

する条例 (2) 介護休暇の制度改正

通算６月の範囲内で３回まで分割可能

とする。

(3) 介護時間の新設

介護のため、１日につき２時間の範囲

内で取得できる休暇を新設

(4) 介護のための時間外勤務の免除の新設

要介護者のある職員が、介護をするた

めに請求した場合、公務の運営に支障が

ある場合を除き、時間外勤務をさせては

ならない。

３ 実施時期

公布日(平成29年３月28日)

義 務教育学校の 改正内容 適当なも

設置のための関 １ 概要 のと考え

係条例の整理に 県内に、学校教育法で規定する「義務教 ます。

関する条例 育学校」が設置されることに伴い、関係条

例の規定について所要の改正を行うもの。

２ 内容

条例において、関連する条項に「義務教

育学校」及び「副校長」を追加する。

３ 実施時期

公布日(平成29年３月28日)
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６ 任 用 関 係 

 

(１) 選考実施状況（平成28年4月2日～平成29年4月1日発令分） 
ア 給料表別、職級別選考実施状況（公安職給料表を除く） 

単位：人 

 
 

行　　政　　職 2 3 27 20 47 99 95

医　療　職(一) 2 6 40 34 82 81

医　療　職(二) 4 4 25

医　療　職(三) 0 73

研　　究　　職 0 3

福　　祉　　職 17 17 2

計 2 5 33 60 102 202 279

行　　政　　職 31 80 101 112 324 375

医　療　職(一) 5 1 8 4 18 27

医　療　職(二) 12 18 31 61 47

医　療　職(三) 1 5 19 93 118 129

研　　究　　職 4 6 9 3 22 27

福　　祉　　職 8 1 9 11

行政職(学校事務) 7 23 30 38

学 校 栄 養 職 5 5 2

計 41 104 170 272 587 656

43 109 203 332 102 789 935

計

平
成
27
年
度

区
分

部
　
長
　
級

課
　
長
　
級

課
長
補
佐
級

合計

　　　　　職級

給料表

採
　
用
　
選
　
考

昇
　
任
　
選
　
考

係
　
長
　
級

一
　
般
　
級
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イ 行政職給料表適用職員の任命権者別、職級別選考実施状況 
単位：人 

 

区
分

          職級

任命権者

部
　
長
　
級

課
　
長
　
級

課
長
補
佐
級

係
　
長
　
級

一
　
般
　
級

計

知　事　部　局 2 2 1 10 32 47

教 育 委 員 会 1 26 7 4 38

病　　院　　局 0

企　　業　　局 0

警　察　本　部 3 11 14

 計 2 3 27 20 47 99

知　事　部　局 22 61 82 83 248

教 育 委 員 会 5 10 2 8 25

病　　院　　局 1 3 6 1 11

企　　業　　局 2 3 3 1 9

警　察　本　部 1 3 8 19 31

計 31 80 101 112 324

33 83 128 132 47 423合計

採
用
選
考

昇
任
選
考
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ウ 公安職給料表適用職員の階級別選考実施状況 
単位：人          

区分 
階級 

採用選考 昇任選考 計 

警 視 （ 部 長 級 ）  16 16 

警 視 6 16 22 

警 部 5 25 30 

警 部 補 5 65 70

巡 査 部 長 4 78 82

巡 査 5  5 

計 25 200 225 

 
 
(２) 臨時的任用実施状況 （平成28年4月2日～平成29年4月1日） 

単位：人  

       事由 
 任命権者 

地 公 法 育 休 法※ 産 休 法 計 

知 事 部 局 155 35  190

教育委員会 1,711 918 394 3,023

病 院 局 3   3

企 業 局    0

警 察 本 部 22 4  26

計 1,891 957 394 3,242

 地公法：地方公務員法 
 育休法：地方公務員の育児休業等に関する法律 

 産休法：女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律 

  
※地公法又は産休法に基づき任用された者を引き続き育休法により任用した場合は、それぞ

れ重複分も含めて人数に計上。 
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(３) 任用候補者名簿管理状況 
ア  名簿の失効状況 

次に掲げる名簿は、平成29年１月11日付けをもって失効した。 
平成27年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度）任用候補者名簿          (27. 8.17 確定) 

平成27年度新潟県職員採用試験（大学卒業程度：Ｕ・Ｉターン型民間企業等職務経験者）任用候補者名簿    (27.12.18 確定) 

平成27年度新潟県職員採用試験（短大卒業程度）任用候補者名簿       (27.11.12 確定) 

平成27年度新潟県職員採用試験（高校卒業程度）任用候補者名簿       (27.11.12 確定) 

平成27年度新潟県警察官Ａ採用試験(第１回)任用候補者名簿         (27. 8. 6 確定) 

平成27年度新潟県警察官Ａ採用試験(第２回)任用候補者名簿          (27.12.18 確定) 

平成27年度新潟県警察官Ｂ(特別)採用試験任用候補者名簿            (27. 8. 6 確定) 

平成27年度新潟県警察官Ｂ採用試験任用候補者名簿             (27.12.18 確定) 

平成27年度新潟県市町村立小中特別支援学校事務職員採用試験任用候補者名簿  (27.11.12 確定) 

 
イ  現在有効な名簿 

名簿の種類 確定年月日 名簿登載 

人 数 

提 示 状 況 
備考 

提示年月日 提示数 選択数 辞退数 不選択数 

大学卒業程度 

一 般 行 政 Ａ 

一 般 行 政 Ｂ 

警 察 行 政 

福 祉 行 政 

総 合 土 木 

林 業 

農 業 

水 産 

建 築 

機 械 

環 境 

電 気 

保 健 師 

薬剤師（行政） 

科学捜査（生物） 
総合土木（追加募集） 

  

28. 8.12 

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

29.2.23 

 

40 

1 

7 

11 

22 

5 

5 

1 

2 

2 

4 

3 

5 

2 

2 

6 

 

29.3.14 

〃  

28.8.24 

29.3.14 

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

28.8.24 

29.3.14 

 

40 

1 

7 

11 

22 

5 

5 

1 

2 

2 

4 

3 

5 

2 

2 

6 

 

32 

1 

7 

9 

16 

4 

5 

1 

2 

1 

4 

2 

5 

1 

2 

6 

 

8 

0 

0 

2 

6 

1 

0 

0 

0 

1 

0 

1 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

0 

0 

 

Ｕ・Ｉターン型民間企業等職務経験者 

一 般 行 政 

福 祉 行 政 
総 合 土 木 

林 業 

農 業 

水 産 

機 械 

環 境 

電 気 

 

28.12.16 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

2 

1 

1 

2 

3 

1 

1 

2 

1 

 

29.3.14 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

2 

1 

1 

2 

3 

1 

1 

2 

1 

 

1 

1 

1 

2 

3 

1 

1 

2 

1 

 

1 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

   0 

   0 

   0 

   0 

   0 

0 

      0 

      0 

      0 
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名簿の種類 確定年月日 名簿登載 

人 数 

提 示 状 況 
備考 

提示年月日 提示数 選択数 辞退数 不選択数 

短大卒業程度 
司 書 

 

28.11.10 

 

1 

 

29. 3.14 

 

1 

 

1 

 

0 

 

0 
 

高校卒業程度 
一 般 事 務 
警 察 事 務 

総 合 土 木 

 

28.11.10 

〃 

〃 

 

4 

5 

6 

 

29. 3.14 

28.11.11 

〃 

 

4 

5 

6 

 

4 

4 

4 

 

0 

1 

2 

 

0 

0 

0 

 

警察官Ａ(第1回) 
男 性 警 察 官 
男性警察官（武道） 
女 性 警 察 官 

 

28. 8. 4 

〃 

〃 

 

82 

3 

20 

 

28. 8.10 

〃 

〃 

 

82 

3 

20 

 

55 

3 

11 

 

27 

0 

9 

 

0 

0 

0 

 

警察官Ａ(第2回) 
男 性 警 察 官 
女 性 警 察 官 

 

28.12.16 

〃 

 

12 

4 

 

28.12.26 

〃 

 

12 

4 

 

10 

4 

 

2 

0 

 

0 

0 

 

警察官Ｂ(特別) 

男 性 警 察 官 
女 性 警 察 官 

 

28. 8. 4 

〃 

 

10 

2 

 

28. 8.10 

〃 

 

10 

2 

 

7 

1 

 

3 

1 

 

0 

0 

 

警察官Ｂ 

男 性 警 察 官 
女 性 警 察 官 

 

28.12.16 

〃 

 

60 

10 

 

28.12.26 

〃 

 

60 

10 

 

57 

9 

 

3 

1 

 

0 

0 

 

市町村立小中特別 
支援学校事務職員 

 
学校事務職員Ａ 

学校事務職員Ｂ 

 

 

28.11.10 

〃 

 

 

36 

1 

 

 

29. 3.14 

〃 

 

 

36 

1 

 

 

21 

1 

 

 

15 

0 

 

 

0 

0 
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７ 試 験 関 係 

 

(１) 新潟県職員採用試験(大学卒業程度) 

第１次試験    平成28.6.26                                    新潟市、東京都 

第２次試験    平成28.7.14.16、21～23、25～29、31、8.1、2    新潟市 

単位：人  

区分 

職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

一 般 行 政 Ａ ・ Ｂ 

（うち一般行政Ｂ） 

502 

    （27） 

360 

    （21） 

119 

    （1） 

41 

     （1） 

33 

     （1） 

警 察 行 政 51 40 18 7       7 

福 祉 行 政 74 59 21 11       9 

総 合 土 木 61 45 38 22      16 

林 業 21 16 12 5       4 

農 業 40 30 12 5       5 

水 産 4 3 3 1       1 

建 築 15 6 6 2      2 

機 械 8 5 4 2      1 

環 境 36 26 10 4      4 

電 気 26 16 8 3      2 

保 健 師 12 11 10 5      5 

薬 剤 師 （ 行 政 ） 5 5 4 2      1 

科 学 捜 査 （ 生 物 ） 25 20 6 2      2 

計 880 642 271 112      92 

 

 

(２) 新潟県職員採用試験(大学卒業程度：総合土木（追加募集）) 

試験       平成29.2.5～8                                   新潟市 

単位：人  

区分 

職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

総合土木（追加募集） 20 14  6 6 
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 (３) 新潟県職員採用試験(短大卒業程度) 

第１次試験    平成28. 9.25                    新潟市、長岡市、上越市、佐渡市 

第２次試験    平成28.10.24                    新潟市 

単位：人  

区分 

職種 
申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

司 書 6 6 4 1 1 

 

 

 (４) 新潟県職員採用試験(高校卒業程度) 

第１次試験    平成28.  9.25                  新潟市、長岡市、上越市、佐渡市 

第２次試験    平成28. 10.19、21、26、28      新潟市 

単位：人  

区分 

職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

一 般 事 務 43 32 11 4 4 

警 察 事 務 32 28 10 5 4 

総 合 土 木 12 11 10 6 4 

計 87 71 31 15 12 

 

 

(５) 新潟県警察官Ａ採用試験(第１回) 

第１次試験    平成28. 5.8  新潟市 

第２次試験    平成28. 5.29、6.20～22、27～30、7. 1、4、6～8、12、19、20   

       新潟市 

単位：人  

区分 
職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

男 性 警 察 官 397 339 265 82 55 

男性警察官（武道） 4 4 3 3 3 

女 性 警 察 官 116 88 58 20 11 

女性警察官（武道） 0 - - - - 

計 517 431 326 105 69 
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(６) 新潟県警察官Ａ採用試験(第２回) 

第１次試験    平成28. 9.18                                               新潟市 

第２次試験    平成28.10.16、11.11、14～18、21、22、25、28、29             新潟市 

単位：人  

区分 
職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

男 性 警 察 官 167 116 65 12 10 

女 性 警 察 官 44  27 19 4 4 

計 211 143 84 16 14 

 

 

(７) 新潟県警察官Ｂ特別採用試験 

第１次試験    平成28. 5. 8                                               新潟市 

第２次試験    平成28. 5. 29、6.20～22、27～30、7. 1、4、6～8、12、19、20   

       新潟市 

単位：人  

区分 
職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

男 性 警 察 官 210 182 50 10 7 

女 性 警 察 官 47 43 9 2 1 

計 257 225 59 12 8 

 

 

 (８) 新潟県警察官Ｂ採用試験 

第１次試験    平成28. 9.18                               新潟市、長岡市、上越市 

第２次試験    平成28.10.16、11.11、14～18、21、22、25、28、29            新潟市 

単位：人  

区分 
職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

男 性 警 察 官 278 240 227 60 57 

女 性 警 察 官 62 55 50 10 9 

計 340 295 277 70 66 
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(９) 新潟県市町村立小中特別支援学校事務職員採用試験 

第１次試験    平成28. 9.25                     新潟市、長岡市、上越市、佐渡市 

第２次試験    平成28.10.18～21、24、25                   新潟市 

単位：人  

区分 

職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

学 校 事 務 職 員 Ａ 196 181 79 36 21 

学 校 事 務 職 員 Ｂ 104 68 6 1 1 

計 300 249 85 37 22 

 

 

(10) 新潟県職員採用試験(大学卒業程度：Ｕ・Ｉターン型民間企業等職務経験者) 

第１次試験    平成28.10.16                            新潟市、東京都 

第２次試験    平成28.11.13（一般行政）、26、27（一般行政以外）       新潟市 

第３次試験  平成28.12. 4（一般行政のみ）                       新潟市 

単位：人 

区分 

職種 申込者数 受験者数 第１次 

合格者数 合格者数 採用者数 

一 般 行 政 109 91 12 2 1 

福 祉 行 政 4 3 3 1 1 

総 合 土 木 5 5 4 1 1 

林 業 3 3 2 2 2 

農 業 9 7 6 3 3 

水 産 5 5 4 1 1 

機 械 2 2 2 1 1 

環 境 8 8 6 2 2 

電 気 5 5 4 1 1 

計 150 129 43 14 13 
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 (11) 選考考査の結果 

単位：人 

区分 職種 申込者数 受験者数 合格者数 採用者数 

大 

卒 

程 

度 

相 

当 

薬 剤 師 （ 病 院 ） 12 12 6 6 

薬剤師（病院）・第２回 3 2 1 1 

管 理 栄 養 士 （ 病 院 ） 70 64 2 2 

管理栄養士（病院）・第２回 29 19 1 1 

福祉行政（身体障害者） 3 2 1 1 

林 業 （ 身 体 障 害 者 ） 0 - - - 

農 業 （ 身 体 障 害 者 ） 0 - - - 

職業訓練指導員（機械系） 7 6 2 2 

短 

大 

卒 

程 

度 

相 

当 

看 護 師 128 120 65 57 

診 療 放 射 線 技 師 14 14 1 1 

臨 床 検 査 技 師 56 50 3 3 

作業療法士（身体障害領域） 8 7 1 1 

言 語 聴 覚 士 7 6 1 0 

言 語 聴 覚 士 ・ 第 ２ 回 5 5 1 1 

司 書 （ 身 体 障 害 者 ） 1 1 0 - 

高 

卒 

程 

度 

相 

当 
一般事務（身体障害者） 32 26 4 4 

警察事務（身体障害者） 4 3 1 1 

総合土木（身体障害者） 0 - - - 

学 校 事 務 ( 身 体 障 害 者 ) 1 1 0 - 

警 察 官 （ 航 空 操 縦 士 ） 10 7 1 1 

航 空 整 備 士 0 - - - 

航 空 整 備 士 ・ 第 ２ 回 0 - - - 

船 舶 乗 組 員 （ 機 関 士 ） 2 2 1 1 

船 舶 乗 組 員 （ 航 海 士 ） 2 2 1 1 

その他 警 察 官 （ 再 採 用 ） 4 4 1 1 

計 398 353 94 85 
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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、平

成28年10月13日に県議会及び知事に対してその結果を報告し、併せて給与の改定について勧

告を行った。

その概要は、次のとおりである。

（１）報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成28年職員給与実態調査」の概要は、

次のとおりである。

(ア) 職員構成

職員数は、一般職員6,361人、警察官4,054人、県立学校職員4,709人､市町村立学校

職員13,015人、計28,139人となっている。また、その平均年齢は43.7歳、平均経験年

数は21.4年、男女別構成は男61.1％、女38.9％、学歴別構成は大学卒80.4％、短大卒

7.6％、高校卒12.0％、中学卒0.0％となっている。

(イ) 平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、

福祉職及び学校栄養職の７種13給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本年

４月における平均給与月額は、給料365,690円、扶養手当8,817円、地域手当3,992円、

その他の手当17,159円、計395,658円となっており、昨年と比べ0.2％の上昇を示して

いる。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.4歳、

平均経験年数21.5年）の平均給与月額は、給料339,297円、扶養手当9,835円、地域手

当3,989円、その他の手当18,898円、計372,019円となっており、昨年と比べ0.6％の

上昇を示している。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟

市人事委員会等と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内1,

108事業所のうちから、259事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「平成28年職

種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる76種類の職務に従事

する者8,014人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査した。

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。
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(ア) 初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で26.1％（昨

年23.3％）、高校卒で15.7％（同11.5％）となっているが、そのうち大学卒で63.7％

（同75.1％）、高校卒で57.3％（同67.3％）の事業所で初任給は据置きとなっている。

また、初任給を増額した事業所の割合は、大学卒で36.3％（同23.2％）、高校卒で

42.7％（同32.7％）と昨年に比べて増加している。一方、初任給を減額した事業所の

割合は、大学卒で0.0％（同1.7％）、高校卒で0.0％（同0.0％）となっている。

(イ) 給与改定の状況

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員(係員)について、ベ

ースアップを実施した事業所の割合は33.5％（昨年34.0％）と昨年とほぼ同様となっ

ており、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.0％（同0.0％）と昨年と同様となっ

ている。

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員(係員)について、定期に行われる昇給

を実施した事業所の割合は91.5％（昨年86.0％）と昨年に比べて増加している。昇給

額については、昨年に比べて増額となっている事業所の割合が19.0％（同27.2％）と

昨年に比べて減少しており、減額となっている事業所の割合は4.3％（同2.2％）と昨

年と比べてやや増加している。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

(ア) 公民給与の較差

本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の職

務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第４に示すとおり、職

員の給与が民間従業員の給与を524円（0.14％）下回っている。

なお、職員と民間の比較に当たって使用した給与種目は別表第５のとおりである。

(イ) 特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特

別給を調査した結果は、別表第６に示すとおりであって、平均給与月額の4.30月分に

相当しており、職員の特別給(期末・勤勉手当)の年間の平均支給月数（4.20月）が民

間事業所の特別給を0.10月分下回っている。

エ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年４月に比べ、新潟市では

0.7％の下降、全国では0.3％の下降となっている。
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また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世

帯及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ171,320円､

198,420円及び225,550円となっている。

オ むすび

本県職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況は、

以上述べたとおりである。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定等について次のとおり判

断した。

(ア) 職員の給与の改定

ａ 給料表

民間給与と比較を行っている行政職給料表については、公民較差の状況等を踏

まえ、引上げ改定を行うこととする。

改定内容は、初任給を含む若年層に重点を置いた引上げを行った人事院勧告を

踏まえ、民間との間に相当の差が生じている初任給を1,500円引き上げることとし、

若年層についても同程度の改定を行う。その他については、それぞれ400円引き上

げることを基本とする。再任用職員の給料月額についても、この取扱いに準じて

改定を行う。

この改定は、本年４月時点の比較に基づいて職員給与と民間給与を均衡させる

ためのものであることから、同月に遡及して実施する。

行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に引上げ

改定を行うこととする。

ｂ 初任給調整手当

医師に対する初任給調整手当については、医師の人材確保や処遇改善を図るた

め、人事院勧告に準じて改定し、本年４月に遡及して実施することとする。

ｃ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における

民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.1月分引き上げ、4.30

月分とする。支給月数の引上げ分は、国の取扱いや民間の特別給の支給状況等を

参考に、本年度については、12月期の勤勉手当に配分し、平成29年度以降におい

ては、６月期及び12月期の勤勉手当が均等になるよう配分する。

また、再任用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員の期末手

当についても、同様に支給月数を引き上げることとする。
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(イ) 給与制度の改正

ａ 給与制度の総合的見直し

平成26年８月、人事院は、国家公務員給与における諸課題に対応するため、俸

給表や諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直しを勧告した。本委員会は、

平成26年10月の勧告時において、国の給与制度との均衡、本県の実情及び民間給

与との均衡といった観点から、本県職員の平成27年度以降の給与制度の在り方に

ついては、国の給与制度の総合的見直しの内容に準じて実施することが適当と判

断し、昨年４月から本格的に実施している。この給与制度の総合的見直しは、給

料表の引下げに伴う経過措置等を講じつつ、段階的に実施し、平成30年４月１日

に完成させることとしている。

平成29年度においては、職員の在職状況等を踏まえ、地域手当の支給割合を改

定することとし、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの間の県内の地域

に在勤する職員に支給する地域手当の支給割合については1.1％とする。

なお、同期間における東京都の特別区、大阪市等県外の地域に在勤する職員及

び医療職給料表（一）適用職員等に支給する地域手当の支給割合については、県

内の地域に在勤する職員に支給する地域手当の支給割合に準じて、段階的に引き

上げることとする。

ｂ 昇給制度の見直し

昇給制度については、人事院が50歳台後半層における給与水準の上昇をより抑

えるため、55歳を超える職員については、標準の勤務成績では昇給を停止するよ

う勧告を行い、平成26年１月１日から実施されている。

本委員会としては、基本的に給与制度は国に準拠することが適当との考えの下、

これまで50歳台後半層の公民の給与差の状況等を見極めながら、見直しについて

検討を継続してきたところであるが、50歳台後半層の給与が民間を上回る状況が

続いていること及び他の都道府県において４分の３以上が既に改正していること

等から、当該職員の給与水準の上昇を抑制するため、国に準じて昇給制度を改正

することとする。ただし、給与制度の総合的見直しにおける給料表の引下げによ

る影響を考慮し、経過措置として、平成30年３月31日までの間における昇給は、

なお従前の例によることとする。

ｃ 扶養手当の見直し

人事院は本年、民間企業及び公務における配偶者に係る手当をめぐる状況の変

化等を踏まえて、扶養手当のうち、配偶者に係る手当額については、他の扶養親

族に係る手当額と同額まで減額することとし、子に係る手当額については、我が

国全体として少子化対策が推進されていること等に配慮して、引上げを行うよう

勧告したところである。
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本委員会としては、人事院勧告を踏まえ、今後、国及び他の都道府県の動向等

を注視しながら、扶養手当のあり方について検討していくこととする。

ｄ 通勤手当

勤務地を異にする異動等に伴い通勤に新幹線鉄道等を利用することが必要とな

った職員等に対する通勤手当については、職員の通勤実態や他の都道府県の状況

等を考慮し、改定する必要がある。

(ウ) 職員の勤務環境等

ａ 職員の勤務時間等

職員の時間外勤務については、平成25年度以降は、ほぼ横ばいの状況であった

が、平成27年度は減少し、東日本大震災前の水準に戻った。

任命権者においては、これまでも事前命令の徹底、勤務実績の把握、時間外勤

務をしない職員が退庁しやすい雰囲気づくり、適正な時間外勤務命令など様々な

縮減対策に取り組んでいるところであるが、長時間の時間外勤務は、職員の健康

保持はもとより、ワーク・ライフ・バランス、有為な人材の確保等に影響を及ぼ

すことから、今後も取組を継続・展開することにより、引き続き時間外勤務の縮

減に一層努めていく必要がある。

また、近年、学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校に求められる

役割が拡大する中、教職員の多忙化解消が課題となっている。本県では、これま

でも任命権者において、多忙化解消に向けた取組を実施しているところであり、

引き続き取組を進めていく必要がある。

ｂ 仕事と家庭の両立支援

人事院は、本年８月、家族形態の変化や様々な介護の状況に柔軟に対応できる

よう民間労働法制の見直しが行われていることを踏まえ、公務においても、働き

ながら育児や介護がしやすい環境整備を更に進めるため、必要な法律の改正を行

うよう意見の申出及び勧告を行った。

本県においても、国及び他の都道府県の動向に留意しながら、育児や介護に配

慮した勤務条件について検討し、整備を進めていく必要がある。

ｃ 職員の健康管理等

依然として多くの職員が精神疾患による長期の休暇の取得又は休職をしている

ことから、職員の心の健康づくりは引き続き重要な課題となっている。任命権者

においては、従来から、精神科医師によるメンタルヘルス相談、心の健康問題に

よる長期療養者の職場復帰支援実施要綱の制定など様々な措置を実施していると

ころであるが、状況の改善に向け、今後も一層の取組に努めていく必要がある。

さらに、平成26年の労働安全衛生法改正により、事業者に実施が義務付けられ
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たストレスチェック制度については、心の不調者の発生防止に資する新たな制度

であり、任命権者において、制度の趣旨に即しこれを着実に実施する必要がある。

また、セクシュアル・ハラスメントやいわゆるパワー・ハラスメント等のハラ

スメントの防止については、これまでも任命権者において指針や要綱を定め、職

員の意識啓発、相談窓口の設置、研修の実施等様々な対策に取り組んでいるとこ

ろであるが、今後とも引き続き、ハラスメントの発生防止に向けて、これらの対

策を継続的に実施していく必要がある。

なお、平成29年１月からは、妊娠、出産、育児休業・介護休業等の取得等を理

由として、上司・同僚等による不適切な言動等の就業環境を害する行為を防止す

るために必要な措置を講ずることが事業主に義務付けられることとなっており、

本県においても、適切に対応していく必要がある。

(エ) 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理

平成28年４月１日に地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法

律（以下「改正法」という。）が施行され、能力及び実績に基づく人事管理を徹底

する観点から、人事評価を任用、給与、分限その他人事管理の基礎として活用す

ることとされたところである。

本県においても、改正法を踏まえて、任命権者において人事評価を実施してい

るところであるが、引き続き改正法の趣旨に則った活用がなされるよう取り組む

必要がある。

ｂ 有為な人材の確保・育成

行政課題に迅速かつ的確に対応し、より質の高い行政サービスを提供していく

ためには、有為な人材の確保や育成が重要である。

職員採用をめぐる環境は、景気動向を反映した民間企業等の雇用情勢をはじめ、

少子化に伴う受験年齢人口の減少などの影響により厳しさを増していることから、

引き続き、人材確保の方策や採用制度について研究・検討を行う必要がある。

また、職員が能力を十分に発揮し、組織全体の力を高めていくことが重要であ

ることから、今後も人材育成及び能力開発のための取組を積極的に進めていく必

要がある。

さらに、本県においては、採用者に占める女性の割合は増加傾向にあるととも

に、女性職員の登用が積極的に進められてきたところであるが、男女共同参画の

推進の観点や、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の趣旨を踏まえ、

引き続き、女性職員の育成や登用を進めていく必要がある。

ｃ 公務員倫理の確保
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公務員には厳正な服務規律の確保と高い公務員倫理の保持が求められているが、

依然として、一部の職員が飲酒運転その他の公務員としての倫理観を問われるよ

うな不祥事を発生させ、県民の信頼を損なう事態も生じている。

これまでも任命権者において一定の対策がとられているところであるが、今後

とも引き続き、再発防止策の実施や職員の綱紀の保持及び服務規律の確保につい

て一層の徹底を図ることが求められる。

職員においても、一人ひとりが高い倫理観と、全体の奉仕者であることの自覚

を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要がある。

(オ) 高齢期における職員の雇用問題

年金支給開始年齢の65歳への段階的な引上げに伴う雇用と年金の接続について、

本県においては、平成26年度から、職域の拡大や短時間勤務の運用等、再任用制度

の活用の拡大等の措置がなされたところである。

本年４月から年金支給開始年齢が62歳に引き上げられ、定年退職から年金支給開

始まで最長２年間となったことにより、再任用希望者の増加が見込まれることから、

再任用職員の能力及び経験を活用できる職務及び配置について、引き続き検討して

いく必要がある。

なお、平成25年３月に閣議決定された「国家公務員の雇用と年金の接続について」

において、年金支給開始年齢の段階的な引上げの時期ごとに、定年の段階的な引上

げも含め、雇用と年金の接続の在り方について改めて検討するとされていることか

ら、本県においても、引き続き、国における制度改正等の検討の動向を注視してい

く必要がある。

再任用職員の給与水準については、人事院は、民間企業の再雇用者の給与の動向

や各府省における再任用制度の運用状況等を踏まえ、引き続き給与の在り方につい

て必要な検討を行っていくこととしており、本県においても、人事院における検討

状況や他の都道府県の動向、本県の再任用の運用状況及び民間給与の実態等を踏ま

え、検討を進めていくこととする。

(カ) 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着してきた。

本年の勧告は、公民給与の較差を解消するための給料表の引上げと期末手当・勤

勉手当の引上げ等に加えて、給与制度の総合的見直しに伴う地域手当の改定、昇給
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制度の改正及び勤務地を異にする異動等に伴い通勤に新幹線鉄道等を利用すること

が必要となった職員等に対する通勤手当の改定を行う内容となった。

民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な給与水準を保障し、

公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、（２）

の勧告どおり実施されるよう要請する。

（２）勧告

ア 一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。（別記第１省略）

(イ) 初任給調整手当等

ａ 初任給調整手当

(a) 医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師等に対する支給月額の限

度を413,800円とすること。

(b) 医療職給料表（一）以外の給料表の適用を受ける医師及び歯科医師で、医学又

は歯学に関する専門的知識を必要とする職にあるものに対する支給月額の限度を

50,600円とすること。

ｂ 勤勉手当

(a) 平成28年12月期の支給割合

① ②以外の職員

勤勉手当の支給割合を0.9月分（再任用職員にあっては、0.425月分）とす

ること。

② 特定幹部職員

勤勉手当の支給割合を1.1月分（再任用職員にあっては、0.525月分）とす

ること。

(b) 平成29年６月期以降の支給割合

① ②以外の職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ0.85月分（再任用

職員にあっては、それぞれ0.4月分）とすること。

② 特定幹部職員

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.05月分（再任用

職員にあっては、それぞれ0.5月分）とすること。
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(ウ) 昇給制度

55歳（医療職給料表（一）の適用を受ける職員にあっては、57歳）に達した日以

後直近の３月31日を超えて在職する職員の昇給について、一般職の職員の給与に関

する条例第12条第１項前段又は市町村立学校職員の給与に関する条例第11条第１項

前段に規定する期間におけるその者の勤務成績が極めて良好又は特に良好であり、

かつ、一般職の職員の給与に関する条例第12条第１項後段又は市町村立学校職員の

給与に関する条例第11条第１項後段の規定の適用を受けない場合に限り行うものと

し、昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応じて人事委員会規則で定める

基準に従い決定するものとすること。

(エ) 通勤手当

新幹線鉄道等に係る通勤手当の額は、支給単位期間の通勤に要する特別料金等の

額に相当する額（当該額を支給単位期間の月数で除して得た額が40,000円を超える

ときは、支給単位期間につき、40,000円に支給単位期間の月数を乗じて得た額）と

すること。なお、この改定に伴い、所要の措置を講ずること。

イ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の給料表を別記第２のとおり改定すること。（別記第２省略）

(イ) 期末手当

ａ 平成28年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.675月分とすること。

ｂ 平成29年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.625月分とするこ

と。

ウ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。（別記第３省略）

(イ) 特定任期付職員の期末手当

ａ 平成28年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.675月分とすること。

ｂ 平成29年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.625月分とするこ

と。
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エ 改定の実施時期等

（ア）改定の実施時期

この改定は、平成28年４月１日から実施すること。ただし、アの(イ)のｂの(a)、

イの(イ)のａ及びウの(イ)のａについては平成28年12月１日から、アの（ウ）及び

（エ）については平成29年１月１日から、アの(イ)のｂの(b)、イの(イ)のｂ及びウ

の(イ)のbについては平成29年４月１日から実施すること。

(イ) 経過措置

55歳（医療職給料表（一）の適用を受ける職員にあっては、57歳）に達した日以

後直近の３月31日を超えて在職する職員の平成29年１月１日から平成30年３月31日

までの間における昇給は、アの（ウ）の改正にかかわらず、なお従前の例によるこ

と。
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別表第１

民間における初任給の改定状況

(単位：％）

項目
採用あり 初 任 給 の 改 定 状 況 採用なし

学歴 企業規模 増 額 据置き 減 額

規 模 計 26.1 36.3 63.7 0.0 73.9
(23.3) (23.2) (75.1) (1.7) (76.7)

大 500人以上
50.9 27.5 72.5 0.0 49.1

学
100人以上

21.2 48.3 51.7 0.0 78.8
卒 500人未満

50人以上
9.9 33.0 67.0 0.0 90.1

100人未満

規 模 計 15.7 42.7 57.3 0.0 84.3
(11.5) (32.7) (67.3) (0.0) (88.5)

高 500人以上
22.2 44.5 55.5 0.0 77.8

校
100人以上

15.4 44.3 55.7 0.0 84.6
卒 500人未満

50人以上
9.8 33.3 66.7 0.0 90.2

100人未満

(注)１ 「初任給の改定状況」は、採用がある事業所を100とした割合である。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第２

民間における給与改定の状況

(単位：％）

項 目 ベースアップ ベースアップ ベースアップ
ベースダウン

役職段階 実施 中止 の慣行なし

係 員
33.5 15.3 0.0 51.2

（34.0） （21.1） （0.0） （44.4）

課 長 級
30.6 13.2 0.0 56.2

（29.8） （19.7） （0.4） （50.1）

（注）１ ベースアップの慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計した。
２ （ ）は昨年の数値である。
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別表第３

民間における定期昇給の実施状況

(単位：％）

項 目 定期昇給 定期昇給
定 期 昇 給 実 施 定期昇給

役職段階 制度あり 増 額 減 額 変化なし 停 止 制度なし

係 員
93.7 91.5 19.0 4.3 68.2 2.2 6.3

（90.3） (86.0) (27.2) (2.2) (56.7) (3.5) (9.7)

課 長 級
85.2 83.0 17.0 4.5 61.5 2.2 14.8

(85.5) (80.7) (23.4) (2.2) (55.0) (4.1) (14.5)

（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離することが

できない事業所を除いて集計した。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第４

職員と民間従業員の給与較差

民 間 給 与 (Ａ) 職 員 給 与 (Ｂ) 較差 (Ａ)－(Ｂ)

372,543 円 372,019 円
524 円

（0.14 ％）

（注） 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

別表第５

公民比較における比較対象給与種目

民間給与 職員給与

きまって支給する給与から時間 給料月額、給料の調整額、扶養手当、管理職手当、地域手当、

外手当及び通勤手当を除いたも 初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当（基礎額）、特地勤

の 務手当等、寒冷地手当
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別表第６

民間における特別給の支給状況

区 分
事務・技術等従業員

項 目

下半期 （ Ａ
１
） 365,409 円

平均所定内給与月額

上半期 （ Ａ２ ） 361,348 円

下半期 （ Ｂ
１
） 785,365 円

特 別 給 の 支 給 額

上半期 （ Ｂ２ ） 776,080 円

下半期 （
Ｂ１

） 2.15 月分

特 別 給 の 支 給 割 合
Ａ１

上半期 （
Ｂ２

） 2.15 月分
Ａ２

年 間 の 平 均 4.30 月分

（注） 下半期とは平成27年８月から平成28年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。

備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.20月である。
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注 「平成28年職種別民間給与実態調査」の概要

１ 調査の目的と時期

この調査は、職員の給与を検討するため、平成28年４月現在における民間給与の実態を調査したもので

ある。

２ 調査機関

新潟県人事委員会、人事院及び新潟市人事委員会等

３ 調査の範囲

調査対象事業所 全産業の企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所

1,108事業所

４ 調査対象の抽出

標本事業所の抽出 上記３に記載した事業所を、組織、規模、産業により24層に層化し、これらの層か

ら259事業所を無作為に抽出し実地調査を行った。
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９ 勤 務 時 間 ・ 休 暇 関 係

（１）育児・介護休業法等の改正に伴う改正

育児・介護休業法等の改正により、介護休暇の分割取得、介護時間の新設及び育児休業等に

係る子の範囲拡大など、仕事と家庭の両立支援制度の充実を図るため、勤務時間規則等を平成

29年３月28日付けで改正した。［平成29年３月28日施行］

（２）配偶者同行休業規則の制定

人事院規則の改正等を踏まえ、配偶者同行休業の再度の延長ができる特別の事情を定めるた

め、配偶者同行休業規則を平成29年３月31日付けで制定した。〔平成29年４月１日施行〕

（３）勤務時間の特例

条例及び規則で定められている勤務時間及び週休日等について、別段の定めをするときには、

人事委員会の承認・協議が必要とされている。平成29年３月31日現在の状況は次のとおりであ

る。

勤務公署 対象職員 特例期間 特 例 の 内 容 承認等年月日 備 考

海洋高等学校海 18人 恒常的 １ 勤務時間の割振り単位期間 21. 4. 1 航海に出る

洋丸 52週の期間につき、勤務時間を ため

１週当たり38時間45分とする。
２ 週休日の割振り

52週の期間につき、１週当たり
１日以上の割合で週休日を定め

る。なお、航海中は週休日を割り

振らず、航海中以外の期間に割り
振る。

３ 勤務時間の割振り

航海中については、勤務日を12
日を超えて割り振る必要がある。

なお、１回の勤務に割り振られる

勤務時間は、16時間を超えない。

警察署の地域係 1,596人 恒常的 １ １週間の勤務時間 21. 4. 1 夜間・休日

及び看守係 ４週につき１週間当たり38時間 における治
情報管理課照会 45分とする。 安体制の確

センター ２ 週休日の割振り 保等のため

鑑識課機動鑑識 毎12週につき24日割り振る。毎
隊 ４週で捉えた場合であっても、週

機動捜査隊 休日は４日以上となるよう割り振

通信指令室 る。
交通機動隊 ３ 勤務時間の割振り

高速道路交通警 勤務日が引き続き12日を超え

察隊 ず、かつ、１回の勤務に割り振ら
鉄道警察隊 れる勤務時間が16時間を超えない

よう割り振る。
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勤務公署 対象職員 特例期間 特 例 の 内 容 承認等年月日 備 考

新潟県立中学 5,044人 恒常的 １ 週休日の振替期間等 27. 4. 1 土曜授業の

校、中等教育学 勤務することを命ずる必要があ 実施のため
校、高等学校、 る日を起算日とする４週間前の日

特別支援学校及 から勤務することを命ずる必要が

び幼稚園 ある日を起算日とする16週間後の
日までの期間とする。

柏崎市立小、中 567人 〃 〃 〃 〃
学校

新発田市立小、 573人 〃 〃 〃 〃
中学校

加茂市立小、中 169人 〃 〃 〃 〃
学校

十日町市立小、 445人 〃 〃 〃 〃
中、特別支援学

校

聖籠町立小、中 88人 〃 〃 〃 〃

学校

長岡市立小、 1,663人 〃 〃 27. 5. 7 〃

中、特別支援学

校
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10 審 査 関 係

（１）勤務条件に関する措置の要求

勤務条件に関する措置の要求は、職員から地方公務員法第46条の規定に基づき、給与、勤務

時間その他の勤務条件に関し、是正・改善の要求があった場合に、人事委員会が中立的な立場

で勤務条件の適正を確保するために判断を下し、必要な措置を講じ、あるいは斡旋などにより

事案の解決に当たるものである。

勤務条件に関する措置の要求については、前年度から繰り越された事件はなく、本年度受理

した新たな要求もなかった。

（２）不利益処分に関する審査請求

職員の分限及び懲戒における基準及び事由については、地方公務員法に定められているが、

職員にはその身分を保障する制度として、同法第49条の２の規定により、不利益処分に関する

審査請求が認められ、人事委員会が中立的な立場と準司法的な手続によって、その処分の適法

・違法、当・不当を審査し、その結果に基づき、処分を承認し、修正し又は取り消し、必要が

ある場合は、職員の受けた違法・不当な取扱いを是正するための指示を行うものである。

審査請求については、前年度から繰り越された事件が２件あり、本年度受理した新たな請求

は１件あった。したがって、本年度末における係属中の事件は３件となっている。

ア 本年度審査請求があった事件 １件（１事案）

事件番号
(請求年月日)

処 分 の 内 容 審 査 状 況 備 考
受理年月日

平成28年新人委 （28. 4.12） 懲戒免職処分 答弁書提出
（不）第１号事件 28. 5.12 （信用失墜行為） 28. 6.20

請求人側から準備
書面提出
①28. 7.19
②28.11.25
③29. 2.23
処分者から準備書
面提出
①28.10.19
②29. 1.18

イ 係属事案の概要 ２件（２事案）

事件番号
(請求年月日)

処 分 の 内 容 審 査 状 況 備 考
受理年月日

平成27年新人委 （27. 8.13） 懲戒免職処分 答弁書提出
（不）第１号事件 27. 9.10 （信用失墜行為） 27.10.15

処分者から準備書
面提出
①27.12. 4
②28. 3. 9
③28. 6. 6
④28.10.12
⑤28.11.17
請求人から準備書
面提出
①28. 1.18
②28. 4.12
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事件番号
(請求年月日)

処 分 の 内 容 審 査 状 況 備 考
受理年月日

③28.11.18
準備手続
①28. 9. 6
口頭審理
①28.12.21
②29. 2.28

平成27年新人委 （28. 2.12） 分限免職処分 答弁書提出
（不）第２号事件 28. 3.10 （職務の適格性欠如） 28. 6.15

請求人から準備書
面提出
①28. 7. 4
②28. 9. 1
処分者から証拠申
出書提出
28. 8. 9
処分者に求釈明
29.１.26

（３）公務災害補償の審査

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の実施に関して異議のある者

は、人事委員会に審査の請求ができ、「公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務

災害補償の審査の請求に関する規則（人事委員会規則第10－５号）」に必要な事項が定められ

ている。

公務災害補償の審査については、前年度から繰り越された事案はなく、本年度受理した新た

な事案もなかった。

（４）公平委員会事務の受託

地方公務員法第７条第４項の規定による公平委員会事務の委託は、受けていない。

（５）職員からの苦情相談

地方公務員法第８条第１項第11号により、職員の苦情処理は人事委員会の権限として規定さ

れており、「職員からの苦情相談に関する規則（人事委員会規則第18－１号）」に必要な事項

が定められている。

職員からの苦情相談に対しては、本年度は２件あり、任命権者への伝達、制度説明・助言、

関係者への照会・調査等を適宜行った。

相談内容の区分 件 数

任用

給与

勤務条件等 １

福利厚生

セクハラ

公平審査

パワハラ １

いじめ

その他

合 計 ２
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11 労 働 基 準 監 督 関 係

職員に対しては原則として労働基準法、労働安全衛生法及び船員法の適用があるが、地方公務

員法第58条第５項の規定により、現業職員（労働基準法別表第１第１号から第10号まで及び第13

号から第15号までに掲げる事業に従事する職員）以外の職員に関する労働基準監督機関の職権は

人事委員会が行うこととされている。

なお、企業職員及び単純労務職員は、すべて労働局等が職権を行使する。

（１）県関係事業所の労働基準法別表第１の各号別等

平成29年３月31日現在の号別区分による事業所数は次のとおりであり、当該事業所の一覧は、

ア及びイのとおりである。

人 事 委 員 会 の 所 管 事 業 所 労 働 局 等 の 所 管 事 業 所

労働基準法別表第１の 事 業 所 数 労働基準法別表第１の 事 業 所 数

号別等 知事等 教委 警察 計 号別等 知事等 教委 警察 計

教育・研究又 第１号（製造加工事業） 1 1
第12号 29 117 1 147

は調査の事業 畜産・養蚕又
第７号 2 2

は水産の事業

別表第１の各号に該当し 62 4 37 103 第13号（保健衛生事業） 19 9 28
ない官公署

91 121 38 250 21 10 31

（注）「知事等」には議会、各種委員会、委員の事務局を含む。

ア 地方公務員法第58条第５項により人事委員会が所管する事業所

名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県立歴史博物館 第12号 同 各研究センター 第12号

新潟県消防学校（自治研修所を含む｡) 〃 同 各農業技術センター 〃

新潟県放射線監視センター 〃 新潟県農業大学校 〃

新潟県保健環境科学研究所 〃 新潟県森林研究所 〃

新潟県工業技術総合研究所 〃 新潟県水産海洋研究所 〃

同 各技術支援センター 〃 同 佐渡水産技術センター 〃

新潟県醸造試験場 〃 新潟県内水面水産試験場 〃

各新潟県立テクノスクール 〃 〃〃 同 魚沼支場 〃

新潟県農業総合研究所 〃 新潟県立教育センター 〃
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名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県立図書館 第12号 各新潟県地域振興局健康福祉環境部児 別表第１の各号に

新潟県立生涯学習推進センター 〃 童・障害者相談センター 該当しない官公署

新潟県立青少年研修センター 〃 各新潟県地域振興局地域整備部維持管 〃

新潟県少年自然の家 〃 理事務所

新潟県立近代美術館 〃 新潟県新発田地域振興局県税部村上収 〃

同 万代島美術館 〃 税課

新潟県立文書館 〃 新潟県新発田地域振興局地域整備部奥 〃

新潟県立阿賀黎明中学校 〃 胎内分所

各新潟県立高等学校 〃 新潟県新潟地域振興局県税部（新津収 〃

各新潟県立中等教育学校 〃 税課を除く。）

新潟県立新潟盲学校（給食場及び寄宿 〃 新潟県新潟地域振興局健康福祉部津川 〃

舎を除く｡) 地区センター

各新潟県立聾学校（給食場及び寄宿舎 〃 新潟県新潟地域振興局地域整備部 〃

を除く｡) 新潟県新潟地域振興局巻農業振興部 〃

各新潟県立特別支援学校（給食場及び 〃 新潟県新潟地域振興局津川地区振興事 〃

寄宿舎を除く｡) 務所

新潟県立幼稚園 〃 新潟県新潟地域振興局新潟港湾事務所 〃

新潟県警察学校 〃 新潟県新潟地域振興局新潟港湾事務所 〃

新潟県知事部局本庁（交通事故相談所 別表第１の各号に 東港分所

を含む｡) 該当しない官公署 新潟県長岡地域振興局県税部柏崎収税 〃

新潟県知事政策局国際課パスポートセ 〃 課

ンター 新潟県南魚沼地域振興局県税部十日町 〃

新潟県議会事務局 〃 収税課

新潟県選挙管理委員会事務局 〃 新潟県上越地域振興局県税部糸魚川収 〃

新潟県人事委員会事務局 〃 税課

新潟県監査委員事務局 〃 新潟県上越地域振興局農林振興部上越 〃

新潟県労働委員会事務局 〃 東農林事務所

各新潟県海区漁業調整委員会事務局 〃 新潟県上越地域振興局妙高砂防事務所 〃

新潟県教育庁本庁 〃 新潟県上越地域振興局直江津港湾事務 〃

新潟県警察本部（各隊及び運転免許セ 〃 所

ンターを除く｡) 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部 〃

新潟県警察本部各隊 〃 （農政庁舎）

新潟県警察本部運転免許センター 〃 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部 〃

各新潟県地域振興局（他に定めるもの 〃 （農地庁舎）

を除く｡)
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名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部 別表第１の各号に 各新潟県食肉衛生検査センター 別表第１の各号に

（水産庁舎） 該当しない官公署 該当しない官公署

新潟県佐渡地域振興局地域整備部（港 〃 新潟県計量検定所 〃

湾空港庁舎） 新潟県大阪事務所 〃

新潟県東京事務所 〃 新潟県病害虫防除所 〃

新潟県消費生活センター 〃 各新潟県家畜保健衛生所 〃

新潟県愛鳥センター紫雲寺さえずりの 〃 新潟県中央家畜保健衛生所佐渡支所 〃

里 新潟県流域下水道事務所 〃

新潟県中央福祉相談センター（中央児 〃 各新潟県教育庁教育事務所 〃

童相談所、女性福祉相談所及びあかし 各新潟県警察署 〃

や寮を含む｡)

イ 労働局等が所管する事業所

名 称
労働基準法別

名 称
労働基準法別

表第１号別等 表第１号別等

新潟県立学校給食場 第１号 新潟県精神保健福祉センター 第13号

新潟県佐渡トキ保護センター 第７号 新潟県コロニーにいがた白岩の里 〃

新潟県妙法育成牧場 〃 新潟県新星学園 〃

新潟県福祉保健部生活衛生課動物愛護 第13号 新潟県はまぐみ小児療育センター 〃

センター 新潟県若草寮 〃

各新潟県地域振興局健康福祉環境部 〃 新潟県新潟学園 〃

（児童・障害者相談センターを除く｡) 新潟県立新潟盲学校寄宿舎 〃

各新潟県地域振興局健康福祉部（地区 〃 各新潟県立聾学校寄宿舎 〃

センターを除く｡) 各新潟県立特別支援学校寄宿舎 〃
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（２）労働基準監督職権行使

ア 許可・届出の受理・検査等

本年度、労働基準監督の職権行使として許可・届出の受理・検査等を行った件数は、次の

とおりである。

項 目 知事等 教 育 警 察 計

関労 時間外労働・休日労働に関する協定届の 29 0 1 30
係働 受理
基
準 断続的な宿日直の許可 0 0 4 4
法

解雇予告除外認定 2 2 2 6

総括安全衛生管理者選任報告の受理 1 0 0 1
労

衛生管理者選任報告の受理 16 22 22 60
働

産業医選任報告の受理 7 0 1 8
安

機械等設置届等の受理 8 2 0 10
全

ボイラー・第一種圧力容器設置届の受理 0 0 0 0
衛

ボイラー・第一種圧力容器落成検査申請 0 0 0 0
生 書の受理

法 ボイラー・第一種圧力容器使用休止報告 0 0 0 0
書の受理

関
ボイラー・第一種圧力容器使用廃止報告 0 0 0 0

係 書の受理

クレーン設置届の受理 0 0 0 0

クレーン設置報告書の受理 0 0 0 0

クレーン変更届の受理 0 0 0 0

クレーン変更検査申請書の受理 0 0 0 0

クレーン使用廃止報告書の受理 0 0 0 0

一般定期健康診断結果報告の受理 21 64 33 118

特殊定期健康診断結果報告の受理 68 0 13 81

労働者死傷病報告の受理 1 0 30 31

有機溶剤中毒予防規則一部適用除外認定 1 1 0 2

特定化学物質障害予防規則一部適用除外 0 0 0 0
認定
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イ 労働基準監督調査指導

労働基準法に基づく前年度の36協定時間超実績、労働安全衛生法に基づく危険有害業務の

状況等について書類調査及び現地調査を行った。本年度調査を行ったのは、次のとおりであ

る。

① 書類調査を行った事業所 202事業所

人事委員会が所管する250事業所のうち、事業所規模等から必要と認められる202事業所

に対し書類調査を行った。

② 現地調査を行った事業所 11事業所

書類調査を行った事業所のうち、必要と認められる11事業所に対し現地調査を行った。

事 業 所 名 号 別 調 査 日 事 業 所 名 号 別 調 査 日

（知事部局関係９か所） 新潟地域振興局県税部 官公署 29. 1.30

農業総合研究所園芸研究センター 第12号 29. 1.10 醸造試験場 第12号 29. 1.30

森林研究所 〃 29. 1.10 保健環境科学研究所 〃 29. 2. 1

放射線監視センター 〃 29. 1.17 （教育委員会関係１か所）

工業技術総合研究所 〃 29. 1.18 新潟商業高等学校 第12号 29. 1.11

農業総合研究所畜産研究センター 〃 29. 1.23 （警察本部関係１か所）

長岡食肉衛生検査センター 官公署 29. 1.23 警察学校 第12号 29. 1.18

調査の結果、事業所ごとの改善すべき事項を事業所の長に指摘し、速やかな改善とともに措置状

況の報告を求めた。また、任命権者に対しても事業所の指摘内容を通知した。

【指摘内容】

（知事部局）

・ 労働基準法第36条に基づく協定で定める延長時間・休日労働日数を超えて時間外勤務を

命ずることは違法なので、適当な措置を講じること。

・ 定期健康診断の結果を当委員会に報告すること。

・ 産業医の職場巡視を定期的に実施すること。

・ 衛生委員会を定期的に開催すること。

・ 有機溶剤取扱業務については、有機溶剤中毒予防規則第20条により、特定化学物質取扱

業務については、特定化学物質障害予防規則第30条により局所排気装置の定期自主検査を

実施すること。

・ 有機溶剤取扱業務について、有機溶剤中毒予防規則第16条による局所排気装置の性能

（制御風速）が不十分なので、適当な措置を講じること。

（教育委員会）

・ 県立学校等、労働基準法別表第１の第12号に該当する事業所において、労働基準法第36
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条に基づく協定を締結せずに職員に時間外勤務を命ずることは違法なので、時間外勤務を

命じている場合は、早急に同協定を締結すること。

・ が床できる男女別の休養室を設けなければならないので、措置すること。

・ 定期健康診断の結果を当委員会に報告すること。

・ 衛生管理者を選任した場合は当委員会に報告すること。

・ 産業医の職場巡視を定期的に実施すること。

・ 衛生委員会を定期的に開催すること。

・ 作業主任者を選任すること。

・ 特定化学物質取扱業務については、特定化学物質障害予防規則第30条により局所排気装

置の定期自主検査を実施すること。

・ 特定化学物質取扱業務について、第１類又は第２類物質を使用する作業場、第３類物質

等を合計100リツトル以上取り扱う作業場は、特定化学物質障害予防規則第24条により関係

者以外が立ち入ることを禁じ、その旨を表示すること。

・ 特定化学物質取扱業務について、第１類又は第２類物質を使用する場合は、特定化学物

質障害予防規則第38条の2により労働者が飲食及び喫煙することを禁じ、その旨を表示する

こと。

（警察本部）

・ 労働基準法第36条に基づく協定で定める延長時間・休日労働日数を超えて時間外勤務を

命ずることは違法なので、適当な措置を講じること。

・ 宿日直勤務の頻度が基準を超えているので、適当な措置を講じること。

・ 産業医の職場巡視を定期的に実施すること。

・ 衛生委員会を定期的に開催すること。



- 52 -

12 職 員 団 体 等 の 関 係

（１）職員団体の登録

ア 新 規 登 録

団 体 名 申 請 年 月 日 登 録 年 月 日

新 潟 市 地 区 教 職 員 組 合 29. 3. 2 29. 3.23

イ 解 散 届

本年度の解散届の申請はなかった。

ウ 変 更 登 録

団 体 名 登 録 年 月 日 変 更 事 項

新 潟 県 庁 職 員 労 働 組 合 28. 4. 1 役 員 の 変 更

新 潟 県 教 職 員 組 合 28. 4. 1 役 員 の 変 更

29. 3.31 連合体構成職員団体の変更

新 潟 県 県 央 地 区 教 職 員 組 合 28. 4. 5 役 員 の 変 更

28. 7. 5 規 約 の 変 更

新 潟 県 下 越 地 区 教 職 員 組 合 28. 4.12 役 員 の 変 更

佐 渡 市 教 職 員 組 合 28. 4.12 役 員 の 変 更

新 潟 県 南 魚 沼 教 職 員 組 合 28. 4. 5 役 員 の 変 更

新 潟 県 高 等 学 校 教 職 員 組 合 28. 4. 4 役 員 の 変 更

28.12. 1 規 約 の 変 更

新 潟 県 村 上 市 岩 船 郡 教 職 員 組 合 28. 4.12 役 員 の 変 更

新 潟 県 公 立 高 等 学 校 教 職 員 組 合 29. 3.27 規 約 の 変 更

新 潟 県 小 千 谷 北 魚 沼 教 職 員 組 合 28. 4.14 役 員 の 変 更

新 潟 県 柏 崎 市 刈 羽 郡 教 職 員 組 合 28. 4.12 役 員 の 変 更

新 潟 県 長 岡 地 域 教 職 員 組 合 28. 4. 4 役 員 の 変 更

新 潟 県 十 日 町 市 中 魚 沼 郡 教 職 員 組 合 28. 4.26 役 員 の 変 更

新 潟 県 上 越 地 区 教 職 員 組 合 28. 4.12 役 員 の 変 更

新 潟 県 教 職 員 労 働 組 合 28. 4.19 役 員 の 変 更
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エ 登録の状況（16団体）

登 録 登 録 法人 単位団体・ 構成員数 最 近 の
名 称 主たる事務所所在地 格の 変更登録

番 号 年月日
有無

連合体の別 （人）
年 月 日

新 潟 県 庁 職 員
第１号 41.10. 8

新潟市中央区新光町
有 連合体

構成団体数
28. 4. 1

労 働 組 合 ４番地１新潟県庁内 15（団体）

新潟県教職員組合 第３号 41.10. 8
新潟市中央区新光町

有 連合体
構成団体数

29. 3.31
７番地４ 11（団体）

新 潟 県 県 央 地 区
第６号 42. 1.18

燕市井土巻1848番地
有 単位団体 1,229 28. 7. 5

教 職 員 組 合 ４

新 潟 県 下 越 地 区
第７号 42. 3. 9

新発田市豊町１丁目
有 単位団体 1,071 28. 4.12

教 職 員 組 合 ２番13号

佐渡市教職員組合 第８号 43.12.26 佐渡市八幡町330－ 有 単位団体 385 28. 4.12
３

新 潟 県 南 魚 沼 第９号 45. 4. 7 南魚沼市六日町1637 有 単位団体 381 28. 4. 5
教 職 員 組 合 番地

新 潟 県 高 等 学 校
第10号 45. 4.26

新潟市中央区川岸町
有 単位団体 1,545 28.12. 1

教 職 員 組 合 ２丁目11－４

新潟県村上市岩船郡
第11号 46.12. 3

村上市大字村上1475
有 単位団体 392 28. 4.12

教 職 員 組 合 番地

新潟県公立高等学校
第15号 2. 3.19

新潟市中央区長潟３
有 単位団体 45 29. 3.27

教 職 員 組 合 丁目６番12号

新 潟 県 小 千 谷
第16号 3. 3.18

長岡市東川口656番
有 単位団体 418 28. 4.14

北魚沼教職員組合 地の１

新 潟 県 柏 崎 市 第17号 6. 3.30 柏崎市駅前２丁目２ 有 単位団体 541 28. 4.12
刈羽郡教職員組合 番18号

新 潟 県 長 岡 地 域 第18号 6. 3.30 長岡市台町２丁目９ 無 単位団体 1,344 28. 4. 4
教 職 員 組 合 番13号

新潟県十日町市中
第20号 6. 8.11

十日町市丸山町１番
有 単位団体 400 28. 4.26

魚沼郡教職員組合 地１

新 潟 県 上 越 地 区
第22号 9. 5. 8

上越市大字土橋字中
有 単位団体 1,701 28. 4.12

教 職 員 組 合 島816番地１

新 潟 県 教 職 員
第24号 16. 3.11

新潟市北区柳原６丁
無 単位団体 15 28. 4.19

労 働 組 合 目３番３号

新 潟 市 地 区
第26号 29. 3.23

新潟市中央区旭町通
無 単位団体 2,452 －

教 職 員 組 合 一番町８６
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（２）管理職員等の範囲

管理職員等と管理職員等以外の職員は、地方公務員法第52条第３項の規定により同一の職員

団体を組織することができない。

また、管理職員等の範囲は同条第４項の規定により、人事委員会規則で定めることとされ、

「管理職員等の範囲を定める規則（人事委員会規則第12－３号)｣で定められているところであ

る。

平成29年４月１日の組織変更等に伴い、上記規則を下記のとおり改正した。

改正内容

○ 平成29年４月１日の組織変更等に伴うもの

① 新星学園の指定管理者制度の導入に伴い、園長及び次長を削った。

② 行政改革推進室と政策評価室の統合に伴い、行政改革・評価室に改めた。

機 関 職

議会事務局 事務局長 次長 課長 課長補佐
本 （総務課関係）

秘書係長
庁

知事部局 危機管理監 部長 局長 参与 広報監 国際企画監 情
報企画監 副部長 副局長 次長 観光局長 都市局長
技監 総括政策監 政策監 課長 室長（課に置かれる室
の長を含む｡) センター長 企画主幹（人事に関する事務
を行うものに限る｡) 国際企画主幹 法務管理監 情報主
幹 課長補佐 室長補佐 センター長補佐 総務係長（主
管課に置かれるものに限る｡) 総務班の副参事（人事に関
する事務を行うものに限る｡)
（知事政策局政策課関係）
総括政策企画員 政策企画員
（知事政策局秘書課関係）
参事 総務係長 秘書係長 副参事（秘書の事務を行うも
のに限る｡) 総務係及び秘書係の主査、主任及び主事
（知事政策局行政改革・評価室関係）
政策企画員
（総務管理部財政課関係）
財政調整員
（総務管理部人事課関係）
企画調査係長 人事係長 人材育成係長 給与係長 健康
管理室の副参事 企画調査係、人事係、人材育成係及び給
与係の主査、主任及び主事（企画に関する事務を行うもの
に限る｡)
（総務管理部法務文書課関係）
法務班の法務調整員、主査、主任及び主事（法規審査に関
する事務を行うものに限る｡)
（総務管理部管財課関係）
庁舎管理係長 警備長 副警備長

出納局 会計管理者 局長 課長 課長補佐
（管理課関係）
総務係長

教育委員会事務局 教育次長 課長 室長 企画主幹 課長補佐
（総務課関係）
職員係長 給与係長 副参事（法規審査に関する事務を行
うものに限る｡) 職員係の主査、主任及び主事（人事、職
員団体に関する事務を行うものに限る｡) 給与係の主査及
び主任 主査及び主任（法規審査に関する事務を行うもの
に限る｡)
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機 関 職

（義務教育課関係）
本 参事 管理企画係長 管理第１係長 管理第２係長 管理

主事
庁 （高等学校教育課関係）

参事 審査調整係長 管理係長 企画振興係長 管理主事
審査調整係の職員団体に関する事務を行う主査、主任及

び主事

選挙管理委員会事務局 書記長

監査委員事務局 事務局長 次長 次長補佐

人事委員会事務局 事務局長 課長 課長補佐 係長 主査 主任 任用係、
給与係及び審査係の主事（企画に関する事務を行うものに
限る｡)

労働委員会事務局 事務局長 課長 課長補佐

地域振興局 局長 部長 所長 医監 副部長 副所長 センター長
本 （県民サービスセンター長を除く｡) 次長 農林事務所長
庁 維持管理事務所長 分所長 農林事務所次長 維持管理
以 事務所次長 総務課長 庶務課長 総務福祉課長 企画調
外 整課長（庶務に関する事務を行うものに限る｡) 業務課長
の （港湾事務所（新潟地域振興局新潟港湾事務所東港分所を
機 除く｡)及び佐渡地域振興局地域整備部に置かれるものに限
関 る｡) 総務係長（津川地区振興事務所に置かれるものを除

く｡)

東京事務所 所長 副所長

消費生活センター 所長

消防学校 校長 教頭 総務課長

歴史博物館 館長 副館長

愛鳥センター紫雲寺さえずりの里 所長

佐渡トキ保護センター 所長

放射線監視センター 所長 次長

中央福祉相談センター 所長 次長

保健環境科学研究所 所長 次長

精神保健福祉センター 所長 次長

食肉衛生検査センター 所長 次長

コロニーにいがた白岩の里 所長 次長 管理部長 総務課長

はまぐみ小児療育センター 所長 事務長 事務長補佐

若草寮 寮長 次長

新潟学園 園長 次長

工業技術総合研究所 所長 次長 総務課長

工業技術総合研究所技術支援センター センター長

醸造試験場 場長

計量検定所 所長 次長

大阪事務所 所長
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機 関 職

職業能力開発校 校長 副校長 総務課長 庶務課長 能力開発支援課長
本 （庶務に関する事務を行うものに限る｡)
庁
以 農業総合研究所 所長 副所長 管理部長
外
の 農業総合研究所作物研究センター センター長
機
関 農業総合研究所園芸研究センター センター長 総務課長

農業総合研究所畜産研究センター センター長 総務課長

農業総合研究所食品研究センター センター長 総務課長

農業総合研究所高冷地農業技術センター センター長

農業総合研究所中山間地農業技術センター センター長

農業総合研究所佐渡農業技術センター センター長

病害虫防除所 所長 次長

農業大学校 校長 管理部長 副校長

森林研究所 所長 総務課長

水産海洋研究所 所長 総務課長 越路丸船長

水産海洋研究所佐渡水産技術センター センター長

内水面水産試験場 場長 総務課長

妙法育成牧場 場長

家畜保健衛生所 所長 次長

家畜保健衛生所支所 支所長

流域下水道事務所 所長 次長

教育事務所 所長 次長 学校支援第１課長 学校支援第２課長 管理
主事

教育センター 所長 次長（人事、給与、服務に関する事務を行うものに
限る｡)

図書館 館長 副館長

生涯学習推進センター 所長 次長

青少年研修センター 所長

少年自然の家 所長 次長

近代美術館 副館長

近代美術館万代島美術館 万代島美術館長

文書館 館長 副館長

阿賀黎明中学校 校長 教頭

高等学校 校長 副校長 教頭 事務長 海洋丸船長

中等教育学校 校長 教頭 事務長

新潟県立幼稚園 園長 教頭

特別支援学校 校長 教頭 事務長
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備考
１ 本庁の部中「知事部局」とは、新潟県行政組織規則（昭和35年新潟県規則第８号。以下「県組織規則」とい
う｡)第６条から第６条の10までに規定する機関をいい、「出納局」とは、県組織規則第７条に規定する機関を
いい、「選挙管理委員会事務局」とは、自治法第191条第１項に規定する職員により構成される機関をいう。

２ 本表中職の欄に掲げられている職について事務取扱、心得等の発令をされているものは、それぞれ当該職に
含まれるものとする。

３ 本庁の部中「課長補佐」及び「室長補佐」とは、２以上の課長補佐又は室長補佐を置く課又は室にあっては、
そのものの職務がもっぱら人事、給与、服務等（以下「労働関係」という｡)に関する事務以外の事務又は技術
に限られるものを除いたものをいう。

４ 本庁の部教育委員会事務局の項中「参事」とは、新潟県教育委員会組織規則（昭和36年新潟県教育委員会規
則第４号）第25条の規定により、置かれるもののうち労働関係に関する事務を処理する者をいう。

(3) 職員団体等の規約の認証

職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に定める要件を備える職員団体等は、その規約

について認証機関（人事院、最高裁判所、人事委員会又は公平委員会）の認証を受けて法人とな

ることができるが、今までに当委員会が認証したものはない。


